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我が国における障害のある子供への教育の制度的な幕開けは、明治 11 年に開設さ

れた京都盲唖院（現在の京都府立盲学校と同聾学校）と言われています。それ以降、

盲学校及び聾学校の義務制、養護学校の義務制、障害を理由とした就学猶予・免除の

廃止、通級による指導の制度化など障害のある子供たちの教育の充実が図られてきま

した。平成 19 年には、障害の種類や程度に応じ、盲・聾・養護学校や特別支援学級

等の特別の場で指導を行う「特殊教育」から、障害のある幼児児童生徒一人一人の教

育的ニーズに応じて、通常の学級を含め全ての学校で適切な指導を行う「特別支援教

育」へと、発展的展開がなされました。 

一方、障害者施策については、「障害者の権利に関する条約」を踏まえ、「障害者基

本法」の改正や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」の公布等、様々

な制度改革が行われました。 

「障害者の権利に関する条約」では、障害者の権利を実現するためにあらゆる段階

におけるインクルーシブ教育システムを確保することを求めており、我が国において

も、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のため、特別支援教

育を推進していくことが求められるようになりました。 

 

１ 特別支援教育の意義  

「特別支援教育」は、学校教育法等の一部改正に伴い平成 19 年４月に初めて法令

上明記されました。それ以降 15 年が経過し、本県においてもその意義や必要性が広

く理解され、浸透してきています。  

特別支援教育の理念は、平成 19 年４月 1 日付け、文部科学省初等中等教育局長通

知「特別支援教育の推進について」にて、次のように示されています。   

 

特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を支

援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力

を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う

ものである。 

 

また、特別支援教育は、これまでの特殊教育の対象の障害だけでなく、知的な遅れのな

い発達障害も含めて、特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校におい

て実施されるものである。  

 

さらに、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無

やその他の個々の違いを認識しつつ様々な人々が生き生きと活躍できる共生社会の形成

の基礎となるものであり、我が国の現在及び将来の社会にとって重要な意味を持ってい

る。 、特別支援教育は、障害のある幼児児童生徒への教育にとどまらず、障害の有無や
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ここで大切なことは、「生活や学習上の困難を改善又は克服」とあり、障害そのもの

ではなく、障害により生ずる困難に着目しているということです。例えば、「見えにく

い」という視覚障害そのものを改善するのではなく、見えないことにより板書を写す

ことが難しいという学習上の困難を改善・克服にすることに焦点があてられています。 

また、「特別な支援を必要とする幼児児童生徒が在籍する全ての学校において実施

されるもの」とあり、障害のある子供の教育は、特別支援学校はもとより、全ての学

校で実施するものとされています。さらに言及すれば、発達障害及びその可能性のあ

る幼児児童生徒の存在を考え、全ての学校、全ての学級で、全ての教員によって実施

されるべきものと捉えていくことが大切です。 

さらに、特別支援教育が「共生社会の形成の基礎となるものであり、我が国の現在

及び将来の社会にとって重要な意味を持っている」と示されており、単に障害のある

幼児児童生徒への教育にとどまらず、共生社会の形成という重要な役割があることも

踏まえておきたいものです。「共生社会の形成」やこの後に記述している「インクルー

シブ教育システム」については、障害のある人たちだけのためでなく、障害の有無に

関わらず全ての人が生きていく上で必要な力となるものであることを認識しておく

ことが重要です。 

  

２ 共生社会 

共生社会とは、これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害

のある人たちが積極的に参加・貢献していくことができる社会、障害のある人もない

人も相互に人格と個性を尊重し、支え合う社会、人々の多様な在り方を相互に認め合

える全員参加型の社会であり、このような社会を目指すことは、最も積極的に取り組

むべき重要な課題であるとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この共生社会の形成に向けて重要な役割を担うのがインクルーシブ教育システム

であり、その構築のために必要なことが特別支援教育の推進ということになります。 

 

３ インクルーシブ教育システム 

 インクルーシブ教育システムは、「障害者の権利に関する条約」に示されています。

この条約は、平成 18 年に、20 世紀初の人権に関する条約として国際連合総会にお

いて採択されました。 

障害がある、ないにかかわらず、女の人も男の人も、お年寄りも若い人も、すべての人がお互い

の人権（私たちが幸福に暮らしていくための権利）や尊厳（その人の人格を尊いものと認めて敬うこ

と）を大切にし、支え合い、誰もが生き生きとした人生を送ることができる社会、これを「共生社会」と

いいますが、この「共生社会」をともにつくっていかなければなりません。 社会には、さまざまな状況

や状態にあったりする人々がいますが、「共生社会」は、さまざまな人々が、すべて分け隔てのなく

暮らしていくことのできる社会です。障害のある人もない人も、支える人と支えを受ける人に分かれ

ることなくともに支え合い、さまざまな人々の能力が発揮されている活力ある社会です。 

首相官邸 web から 



 

3 
 

我が国は、翌平成 19 年に署名、平成 26 年に批准しました。署名から批准に至る

過程で、共生社会の形成に向けた動きが活発化しました。「障害者基本法」の改正や

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定な

ど、様々な法改正が行われつつ、教育分野はもちろん様々なところで環境整備が行わ

れてきました。 

 インクルーシブ教育システムについては、平成 24 年 7 月に中央教育審議会初等

中等教育分科会が取りまとめた「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システ

ム構築のための特別支援教育の推進（報告）」において、次のように示されています。 

インクルーシブ教育システムの構築に当たっては、基本的には障害のある幼児児童

生徒と障害のない幼

児児童生徒が、可能

な限り同じ場で共に

学ぶことを目指すこ

とが大切ですが、そ

れぞれの幼児児童生

徒が、授業内容が分

かり学習活動に参加

している実感・達成

感を持っているかど

うか、充実した時間

を過ごしつつ、生き

る力を身に付けてい

るかどうかが最も本

質的な視点です。 

○障害者の権利に関する条約第２４条によれば、「インクルーシブ教育システム」とは、人間性の多様 

性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由

な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的の下、障害のある者と障害のない者が共に

学ぶ仕組みであり、障害のある者が「general education system」（教育制度一般）から排除されない

こと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的

配慮」が提供される等が必要とされている。 

○共生社会の形成に向けて、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育システムの理

念が重要であり、その構築のため、特別支援教育を着実に進めていく必要があると考える。 

○インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的

ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最

も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要である。小・中学校

における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多

様な学びの場」を用意しておくことが必要である。 

【図１】インクルーシブ教育システムの本質的な視点 
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単に学ぶ場を共にす

ればよいということ

ではありません。 

また、インクルーシ

ブ教育システムと特

別支援教育を対比さ

れ二者択一的に理解

されがちですが、そう

ではありません。特別

支援教育は、共生社会

の形成に向けて、イン

クルーシブ教育シス

テム構築のために必

要不可欠なものであ

り、今後も特別支援教

育を発展させていく

ことが必要です。 

平成 18 年以降の

動向については「資料

編」に掲載しましたの

で、御参照ください。 

なお、インクルーシ

ブ教育システムにお

いては、個人に必要な

「合理的配慮の提供」

が必要となります。

「合理的配慮」とは、

「障害のある子供が、

他の子供と平等に『教

育を受ける権利』を享

有・行使することを確 

保するために、学校の 

設置者及び学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、障害の状態や教育的

ニーズ等に応じて個別に必要とされるもの」です。合理的配慮については、「学校の設

置者及び学校に対して、体制面、財政面において、均衡を失した又は過度の負担を課

さないもの」でない限り、本人・保護者と合意形成を図った上で決定し、提供してい

くこととなります。 

 さらに、合理的配慮の充実のためには、その基礎となる環境整備、いわゆる「基礎

的環境整備」の充実が欠かせません。国や県、市町村は、インクルーシブ教育システ

ム構築に向けて、基礎的環境整備の充実を図っていく必要があります。 

【図２】障害のある子供の教育制度の変遷 

【図３】学校における合理的配慮の例 
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本県では世界や国の動向を注視しつつ、「千葉県総合計画」や「千葉県教育振興基本

計画」を踏まえ、特別支援教育元年である平成 19 年に「千葉県特別支援教育推進基

本計画」（第一次計画に相当）、平成 2９年に「第二次千葉県特別支援教育推進基本計

画」を策定し、本県特別支援教育の推進に努めてきました。 

 

１ 策定の趣旨 

本計画は、「第２次千葉県特別支援教育推進基本計画」に示した「共生社会の形成

に向けた特別支援教育の推進」の考え方を引き継ぎつつ、近年の社会状況の変化や

新たな課題に対して適切な対応を図るとともに、更に本県の特別支援教育の充実を

図るため、「第３次千葉県特別支援教育推進基本計画」を策定することとしました。 

 

２ 策定方針 

  策定に当たっては、以下の３点を踏まえました。 

（１）千葉県の特別支援教育が目指す姿を実現していくために、必要となる取組の指

針や方策を体系的に示した千葉県の特別支援教育に関する基本的かつ総合的

な計画とする。 

（２）国の動向を踏まえ、「千葉県総合計画」及び「第３期千葉県教育振興基本計画」

である「次世代へ光り輝く『教育立県ちば』プラン」（令和 2 年度～令和 6 年

度）に基づき、「千葉県障害者計画」と連携を図った計画とする。 

（３） ５年後、１０年後の千葉県の特別支援教育の目指す姿を踏まえた中・長期的な

視点を持ちつつ、常に点検・評価・修正を行うなど機動性のある計画とする。 

 

３ 計画の期間 

 

計画期間は、令和４年度から令和 13 年度までの 10 年間としたうえで、令和４

年度から令和 8 年度までの 5 年間を「前期計画」、令和 9 年度から令和 13 年度ま

での 5 年間を「後期計画」と位置付けます。「前期計画」が終了する年度に中間評

第 ２ 節  第３次千葉県特別支援教育推進基本計画の趣旨・概要 

【図４】千葉県の教育に関する計画の対象期間 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
H31
R1

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

 千葉県
 総合計画

 千葉県
 教育振興計画

 千葉県
 特別支援教育
 推進基本計画

 県立
 特別支援学校
 整備計画

【新 輝け！ちば元気プラン】

【次世代への飛躍

輝け！ちば元気プラン】
【輝け！ちば元気プラン】

【みんなで取り組む

「教育立県ちば」プラン】

【新 みんなで取り組む

「教育立県ちば」プラン】

【次世代へ光り輝く

「教育立県ちば」プラン】

【千葉県特別支援教育推進基本計画】

【県立特別支援学校整備計画】

【第２次千葉県特別支援教育

推進基本計画】

【第２次県立特別支援学校整備計画】

【第３次千葉県特別支援教育推進基本計画】

【第３次県立特別支援学校整備計画】

＜前期＞

＜前期＞ ＜後期＞

＜後期＞

【新計画（予定）】
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価を行い、その時点での課題や今後の方向性等を「後期計画」に反映していきます。 

 

４ 各種計画の関係 

「第３次千葉県特別支援教育推進基本計画」は、「千葉県障害者計画」と連携を図

りつつ、「第３期千葉県教育振興基本計画」に位置付けられた特別支援教育の推進に

係る基本的かつ総合的な計画です。 

  なお、この計画のうち、特別支援学校の整備に係る具体計画が「第３次県立特別

支援学校整備計画」です。

 

               

５ 計画推進体制 

  本計画は、千葉県の特別支援教育が目指す姿を実現していくために、必要となる

取組指針や方策を体系的に示した千葉県の特別支援教育に関する基本的かつ総合

的な計画です。 

計画の推進に当たっては、教育関係機関はもとより、福祉、労働、保健、医療な

どの関係機関や企業などとの密接な連携・協力を図りながら、横断的、総合的に取

り組んでいきます。 

また、特別支援教育は、本人、保護者を始め、関係機関や関係者、幅広く県民の

方々の理解を得ながら進めていくことが重要です。県のホームページや広報誌を活

用し、県の施策や取組について十分な情報提供や分かりやすい説明に努めるなど、

障害の理解や特別支援教育の理解を深めるための広報活動を推進します。 

 

【図５】各種計画の関係 
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６ 進行管理 

本計画は、千葉県の特別支援教育に関して、令和 13 年度までの 10 年間に実施

していく取組の方向性をまとめたものです。年度ごとに、「取組」の進捗状況及び

「目標値」の達成状況について、県関係部局、関係部署と連携し、5 つの重点項目

に基づき、年度ごとに進捗状況を確認していきます。 
  

第３次計画 進行管理 

               

年度 

重点的な取組 

Ｒ 

４ 

Ｒ 

５ 

Ｒ

６ 

Ｒ 

７ 

Ｒ

８ 

Ｒ 

９ 

Ｒ

10             

Ｒ

11 

Ｒ

12 

Ｒ 

13 

Ⅰ 障害のある子供の学びと 

切れ目ない支援体制の充実 

          

Ⅱ 特別支援学校の整備と機能の

充実 ＊第 3 次県立特別支援学校整備

計画と連動 

Ⅲ ＩＣＴの利活用による 

教育の質の向上 

Ⅳ 卒業後の豊かな生活に向けた 

支援の充実 

Ⅴ 特別支援教育に関する 

教員の専門性の向上 

【図６】 第３次推進基本計画進行管理 

 

７ 点検評価 

点検評価は、本県の特別支援教育推進について、緊急を要する課題や中・長期的な

課題について具体的な研究行うために設置した「千葉県特別支援教育研究推進会議」

において、年度ごとに取組の進捗状況を報告し、有識者の知見も活用しながら実施し

ます。点検評価の結果は、千葉県特別支援教育研究推進会議の議事録として公表する

と共に、計画中間評価の最終年度の令和 8 年度に、国の動向を踏まえつつ中間評価を

実施します。また、計画最終年度の令和 13 年度に総括し、本県の特別支援教育の今

後の方向性を見定め、その実現に向けて、次期千葉県特別支援教育推進基本計画及び

次期県立特別支援学校整備計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中間

評価 

最終

評価 

各年度において「取組の進捗状況」「目標値達成状況」 
について、５つの重点項目に基づいて確認 


